
【様式第1号】

会計：一般会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 35,581,802,667   固定負債 12,381,603,665

    有形固定資産 34,683,799,537     地方債 11,375,488,665

      事業用資産 19,462,596,629     長期未払金 -

        土地 7,669,920,796     退職手当引当金 1,006,115,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 22,682,443,269     その他 -

        建物減価償却累計額 -11,654,483,782   流動負債 1,030,582,033

        工作物 3,387,194,893     １年内償還予定地方債 847,477,340

        工作物減価償却累計額 -2,626,160,147     未払金 293,587

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 98,032,856

        航空機 -     預り金 84,778,250

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 13,412,185,698

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 3,681,600   固定資産等形成分 36,279,928,009

      インフラ資産 14,608,368,497   余剰分（不足分） -13,160,578,658

        土地 3,227,230,303

        建物 173,255,179

        建物減価償却累計額 -89,004,215

        工作物 29,744,897,329

        工作物減価償却累計額 -18,539,785,773

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 91,775,674

      物品 1,083,168,772

      物品減価償却累計額 -470,334,361

    無形固定資産 51,965,740

      ソフトウェア 51,965,740

      その他 -

    投資その他の資産 846,037,390

      投資及び出資金 167,432,000

        有価証券 20,300,000

        出資金 147,132,000

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 79,412,244

      長期貸付金 75,000,000

      基金 528,640,232

        減債基金 97,880

        その他 528,542,352

      その他 -

      徴収不能引当金 -4,447,086

  流動資産 949,732,382

    現金預金 214,200,137

    未収金 37,519,461

    短期貸付金 -

    基金 698,125,342

      財政調整基金 698,125,342

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -112,558 純資産合計 23,119,349,351

資産合計 36,531,535,049 負債及び純資産合計 36,531,535,049

貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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【様式第2号】

会計：一般会計 （単位：円）

行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

  経常費用 9,035,563,562

    業務費用 4,729,797,441

      人件費 1,334,050,302

        職員給与費 1,113,110,359

        賞与等引当金繰入額 98,032,856

        退職手当引当金繰入額 42,994,000

        その他 79,913,087

      物件費等 3,268,443,408

        物件費 1,763,495,165

        維持補修費 273,793,058

        減価償却費 1,231,155,185

        その他 -

      その他の業務費用 127,303,731

        支払利息 91,953,027

        徴収不能引当金繰入額 4,455,316

        その他 30,895,388

    移転費用 4,305,766,121

      補助金等 2,135,407,943

      社会保障給付 1,264,486,481

      他会計への繰出金 904,886,397

      その他 985,300

  経常収益 367,957,652

    使用料及び手数料 59,378,977

    その他 308,578,675

純経常行政コスト 8,667,605,910

  臨時損失 48,339,122

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 48,339,122

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 8,715,899,102

    その他 -

  臨時利益 45,930

    資産売却益 45,930
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【様式第3号】

会計：一般会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 23,270,412,568 35,348,790,525 -12,078,377,957

  純行政コスト（△） -8,715,899,102 -8,715,899,102

  財源 8,560,201,969 8,560,201,969

    税収等 5,921,141,419 5,921,141,419

    国県等補助金 2,639,060,550 2,639,060,550

  本年度差額 -155,697,133 -155,697,133

  固定資産等の変動（内部変動） 926,503,568 -926,503,568

    有形固定資産等の増加 2,384,572,274 -2,384,572,274

    有形固定資産等の減少 -1,279,494,307 1,279,494,307

    貸付金・基金等の増加 232,739,566 -232,739,566

    貸付金・基金等の減少 -411,313,965 411,313,965

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 4,633,916 4,633,916

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -151,063,217 931,137,484 -1,082,200,701

本年度末純資産残高 23,119,349,351 36,279,928,009 -13,160,578,658

純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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【様式第4号】

会計：一般会計 （単位：円）

資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 7,751,590,038

    業務費用支出 3,445,823,917

      人件費支出 1,286,559,280

      物件費等支出 2,037,288,223

      支払利息支出 91,953,027

      その他の支出 30,023,387

    移転費用支出 4,305,766,121

      補助金等支出 2,135,407,943

      社会保障給付支出 1,264,486,481

      他会計への繰出支出 904,886,397

      その他の支出 985,300

  業務収入 8,014,431,738

    税収等収入 5,916,291,333

    国県等補助金収入 1,729,973,550

    使用料及び手数料収入 59,333,687

    その他の収入 308,833,168

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 262,841,700

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,533,439,203

    公共施設等整備費支出 2,384,572,274

    基金積立金支出 141,366,929

    投資及び出資金支出 7,500,000

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,233,399,930

    国県等補助金収入 909,087,000

    基金取崩収入 324,267,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 45,930

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,300,039,273

【財務活動収支】

  財務活動支出 956,982,269

    地方債償還支出 956,982,269

    その他の支出 -

  財務活動収入 1,957,088,000

    地方債発行収入 1,957,088,000

前年度末歳計外現金残高 85,689,531

本年度歳計外現金増減額 -911,281

本年度末歳計外現金残高 84,778,250

本年度末現金預金残高 214,200,137

    その他の収入 -

財務活動収支 1,000,105,731

本年度資金収支額 -37,091,842

前年度末資金残高 166,513,729

本年度末資金残高 129,421,887
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 内灘町の貸借対照表（平成 30 年 3 月 31日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 30 年 3 月 31日現在の内灘町の人口 26,735 人 

  

平成 29年度の内灘町の貸借対照表 

 町が持っている資産は全部で、365億 3,100万円です。 

 資産調達の財源として、将来返済する地方債などの負債が 134億 1,200

万円、これまでの世代が負担した純資産が、231億 1,900万円となっていま

す。 

 町民一人当たりの金額に換算すると、資産は、約 137万円で、負債は、

約 50万円となっています。 

【町が保有している資産】 

〇固定資産 

 ・事業用資産   194億 6,300万円 

 ・インフラ資産  146億 800万円 

 ・その他     15億 1,100万円 

 

〇流動資産 

 ・現金預金    2億 1,400万円 

 ・未収金       3,700万円 

 ・その他     6億 9,800万円 

 

 

 

【将来世代の負担】 

〇固定負債 

 ・地方債    113億 7,500万円 

 ・その他     10億 600万円 

〇流動負債 

 ・1年以内に返済する 

  地方債     8億 4,700万円 

 ・その他     1億 8,400万円 

合計 134億 1,200万円 

【これまでの世代の負担】 

〇純資産     231億 1,900万円 

資産計         365億 3,100万円 負債・純資産計  365億 3,100万円 

万円 

 

資産の部 負債の部 

純資産の部 

町民一人当たりの 

負債額 

約 50 万円 

町民一人当たりの 

資産額 

約 137万円 
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 内灘町の行政コスト計算書（平成 29 年 4月 1日～平成 30年 3月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 人にかかるコスト              13億 3,400万円 

(職員の給料や議員の報酬など) 

2. 物にかかるコスト              32億 6,900万円 

（消耗品や委託料、建物の維持管理や減価償却費など） 

3. 社会保障費等のコスト            43億 600万円 

（障害福祉サービスや医療費助成などの社会保障給付費、 

各種団体への補助金など） 

4. その他のコスト                1億 2,700万円 

（支払利息など） 

経常行政コスト・・・①             90億 3,600万円 

 

1. 使用料・手数料などの利用者負担        3億 6,800万円 

 

経常収益・・・・・・②             3億 6,800万円 

  

純経常行政コスト（①－②）・・・A        86億 6,800万円 

 

 

 

 

 

  

町民一人当たりの

経常行政コストは 

34万円 

町民一人当たりの

純行政コストは 

33万円 

平成 29年度の内灘町の行政コスト計算書 

 1年間の行政サービスを提供するためにかかったコストは、90億 3,600

万円で、使用料・手数料などの利用者の負担を差し引いた純経常行政コス

トは、86億 6,800万円となっています。 

 また、資産の売却などの臨時的なコストと収入を加味した純行政コスト

については 87億 1,600万円となっています。 

臨時損益・・・・・・B                4,800万円 

純行政コスト（A＋B）              87億 1,600万円 
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 内灘町の純資産変動計算書（平成 29 年 4月 1日～平成 30年 3月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年度末純資産残高・・・A         232億 7,100万円 

 

純行政コスト（△）・・・①         △87億 1,600万円 

 

財

源 

税収等                59億 2,100万円 

国県補助金              26億 3,900万円 

合 計 ・・・②           85億 6,000万円 

 

本年度差額（①＋②）・・・B         △1億 5,600万円 

 

その他の変動 ・・・・・・C             400万円 

 

本年度末純資産残高（A＋B＋C）         231億 1,900万円 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

負 債 

134億 1,200万円 

平成 29年度の内灘町の純資産変動計算書 

 平成 29年度の純行政コスト 87億 1,600万円に対して財源（税収等、国

県等補助金）は、85億 6,000万円ですので「本年度差額」は、1億 5,600

万円のマイナスとなっています。 

 この、「本年度差額」のマイナス 1億 5,600万円と、資産の無償取得など

「その他の変動」のプラス 400万円により、平成 29年度末純資産残高は、

1億 5,200万円減少し、231億 1,900万円となりました。(貸借対照表の純

資産合計と一致します） 

純資産 

231億 1,900万円 

資 産 

365億 3,100万円 
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 内灘町の資金収支計算書（平成 29年 4月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

業 
務 
活 
動 

支 
出 

 人件費                12億 8,700万円 

 物件費                20億 3,700万円 

 社会保障費              12億 6,400万円 

 その他                31億 6,400万円 

収 
入 

 町税など               59億 1,600万円 

 国・県補助金             17億 3,000万円 

 その他                 3億 6,900万円 

 【業務活動の収支】 ・・・①        2億 6,300万円 

 

投 
資 
活 
動 

支 
出 

道路や公共施設などの整備費      23億 8,500万円 

 基金への積立て             1億 4,100万円 

 その他                    700万円 

収 
入 

 国・県補助金              9億  900万円 

 基金の取崩し              3億 2,400万円 

 その他                    － 万円 

 【投資活動の収支】 ・・・②      △13億     円  

 

財 
務 
活 
動 

支 
出 

 地方債の返済              9億 5,700万円 

 その他                   － 万円 

収 
入 

 地方債の発行             19億 5,700万円 

 その他                   － 万円 

 【財務活動の収支】 ・・・③       10億        円 

 

 本年度資金収支額（①＋②＋③） ・・・A           △3,700万円  

 

 前年度末資金残高 ・・・B                 1億 6,700万円  

 

 本年度末資金残高（A＋B）                 1億 3,000万円  

 

平成 29年度の内灘町の資金収支計算書 

 １年間の活動内容別の現金の増減と残高を示します。 

 本年度の資金収支額は、3,700万円の赤字となり、本年度末資金残高は、 

1億 3,000万円となりました。 
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